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 運営委員  事務局員（○はチーフ）
所長 村上　俊介（経） 事務局長  　大矢根　淳（人）
事務局長 大矢根　淳（人） 会計  ○樋口　博美（人）
前事務局長 宮嵜　晃臣（経）  　鈴木奈穂美（経）
運営委員 原田　博夫（経） 研究会 ○石川　和男（商）
 白藤　博行（法）  　佐藤康一郎（営）
 池本　正純（営）  　永島　　剛（経）
 川村　晃正（商）  　飯沼　健子（経）
 嶋根　克己（人）  　徐　　一睿（経）
  編集 ○枡田大知彦（経）
会計監査　　　永江　雅和（経）　　　　　　　　　　 飯　　考行（法）
   　広瀬　裕子（文）
   　佐藤　慶一（ネ）
  文献資料 ○兵頭　淳史（経）
   　恒木健太郎（経）
  ホームページ ○高萩栄一郎（商）
   　吉田　雅明（経）
２．2017年度社研体制
 運営委員  事務局員　（○はチーフ）
所長 宮嵜　晃臣（経） 事務局長 　樋口　博美（人）
事務局長 樋口　博美（人） 会計 ○鈴木奈穂美（経）
前事務局長 大矢根　淳（人）  　谷ヶ城秀吉（経）
運営委員 原田　博夫（経） 研究会 ○石川　和男（商）
 白藤　博行（法）  　飯沼　建子（経）
 蔡　イン錫（営）  　徐　　一睿（経）
 神原　　理（商）  　永島　　剛（経）
 宇都　榮子（人）  　福島　義和（文）
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  編集 ○枡田大知彦（経）
   　広瀬　裕子（文）
会計監査 永江　雅和（経）  　佐藤　慶一（ネ）
   　福島　義和（文）
  文献資料 ○兵頭　淳史（経）
   　恒木健太郎（経）
  ホームページ ○高萩栄一郎（商）




























































































































（4月開催希望／ 2月末日）（5月開催希望／ 4月15日）（6月開催希望／ 4月15日）（7月開催希望
／ 5月末日）（8月開催希望／ 6月末日）（9月開催希望／ 7月末日）（10月開催希望／ 7月末日）























































































































基調講演テーマ：Structure of the “ One Belt One Road” of China and its impact on South Asia






































































































Chair  ：Yim, Sang- Hyuk (Dankook Univ)
Opening Remark  ：Kim, Ho (Dankook Univ)
    Yim, Sang- Hyuk (Dankook Univ)
Welcome Remark ：Miyazaki, Teruomi (Senshu Univ)
    Hiroishi, Tadashi (Senshu Univ)
Session 1
Presenter 1 ：Ikemoto Masazumi (Senshu Univ)  
    “Toward the Age of Entrepreneurs”
Commentator ：Nam, Bo-Woo (Dankook Univ)
    Son, Sung-jin (Dankook Univ)
Presenter 2 ：Choi, Chang-Hwan (Dankook Univ) 
    “How Logistic Performance Promote the International Trade Volume” 
    -A Comparative Analysis of Developing and Developed Countries-
Commentator ：Kim, Sung-Su (Senshu Univ)




Presenter 3 ：Toyama, Koh  (Senshu Univ)       
    “An expectation for new stage of Japan-Korea Open Innovation”
    -According to an observer＇s eye of the windening of industrial cluster in Keihin-area-
Commentator  ：Jeong, Yoon-Say (Dankook Univ)
    Kim, Joo-Tae (Dankook Univ)
Presenter 4 ：Yim, Sang- Hyuk (Dankook Univ)
    “A Study on the Hyundai Motor Wage System”
Commentator ：Miyazaki, Teruomi













































































































































「The Effect of Environmental Regulation on Technological Advancement: Based on 








「The Nature of UK Consumption System- Underlying Factors」 徳田賢二（所員）
（8）12月20日、1月20日（654号、655号合併号）：2017年度夏季実態調査特集号　［編集中］
（9）2月20日（656号）　［調整中（投稿論文掲載予定）］
（10）3月20日（656号）　［調整中］
３．『社研叢書』第20巻刊行について
特別研究助成2015年度終了（代表：土屋昌明）
『方法としてのドキュメンタリーの生成とアジアにおける発展』（仮）
（土屋昌明（責）・川上隆志・下澤和義・根岸徹郎・上原正博・劉　文兵・三田村圭子・森　瑞枝の
8名）が、本年度2月刊行予定である。
４．執筆要項の作成、掲載
近年、投稿論文の中で書式上の問題がみられるものがあり、一方で社会科学研究叢書の各巻にお
いては独自の執筆要綱を設けているケースもあり、これらをふまえて、投稿者に向けての一定の執
筆要綱を参考として示しておくべきではないかと事務局では判断した。そして、あくまでも一つの
参考として利用してもらうために、編集担当者が中心となって作成、社研ホームページに掲載する
こととなった。また、月報もこの参考基準に準じていただけるよう呼びかけている。
７．その他の研究活動
１．文献資料の収集・整理
社会科学分野にかかわるリファレンス資料に相当するもの（辞書、統計、白書、年鑑等）、およ
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び東アジア経済社会に関する文献の収集に重点をおく、という方針に基づく収集を、また所員から
の文献購入希望を募り、予算枠を考慮しながら随時購入を行った。例年通り蔵書情報の電子化も進
めてきた。今年度は特に、書庫の整理、特別文庫（山田盛太郎文庫、藤本武文庫）の整理や修復重
点を置いた活動を行ってきた（現在継続中）。
（1）特別文庫の整理・修復・データベース化
山田盛太郎文庫、藤本武文庫の整理・修復・データベース作成等を進め、広く所員が利用できる
状態をめざした取り組みを行うことを目標に、今年度は劣化資料に関して業者とともに状態調査を
行い、費用見積を取った上で修復作業に着手した。業者への委託、学外の専門的知識提供者に協力
依頼をして進めている。
（2）書庫の整理
所報バックナンバーを中心とする大量の重複雑誌等の在庫が書庫スペースを圧迫し、機動的・積
極的な文献収集、特別文庫の整理・配架作業を妨げている現状に鑑み、今年度は、これらの取り扱
いと書庫の利用状況の適正化について検討を進めてきた。その上で、図書館と重複して購入してい
る和雑誌、過去の所報（月報、年報）のバックナンバー、寄贈図書および研究助成購入図書返却本
（重複本）等について、頒布会開催（2017年12月11日～15日　社研会議室にて）による配布や廃
棄作業を実施した｡　
（3）所報のデジタル化とリポジトリ化
所報（月報、年報）のバックナンバーを社研の手元に5部残した上で、現在2003年度以前の月報
のデジタル化、2005年以前のリポジトリ化作業を進める準備をおこなっている。前者は外部業者
に委託し、リポジトリ化は図書館に協力を要請することが決まった。年度内に順次着手し、まずは
これらの作業のためにデジタル・リポジトリ化以前の執筆者への掲載許諾作業を進めていく予定で
ある。
２．ホームページ（パーソナル・コンピュータ）
（1）　ホームページの充実
月報、年報等の論文を読みやすくするために、論文単位のPDFファイルによるHP掲示化を進め
てきている。今年度は学内CMS化への対応を検討し、論文リンク等の問題に鑑みて、慎重を期す
ために、2018年度を目途に導入することが決定した。
（2）　電子メールの活用
電子メール活用による通信業務効率化を引き続き推進した。所員に対する案内等の原則電子メー
ル化（2007年度開始）を継続しており、総会案内に関しても電子メール化が常態化した。（出欠確
認、委任状集約等については、往復はがき、研究室受付での回収等、これまでもいくつかの手法を
順次、試行している。）
（3）　神田分室のPCシステム
昨年度末に神田分室のPC設置準備のために購入した必要機材や周辺機器の神田分室セッティン
グが終了し（新PCセットの設置）、またネットワークの接続も完了し、所員の研究活動の充実に向
けての整備を進めた。
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８．社会科学研究所「規程・細則・内規」（2014年3月）の改定
今年度は、事務局新体制発足直後より、実態に合わなくなった規程、細則、内規についての検討
を重ねてきた。特に、規程に関しては大学当局の承認が必要なことから、総会にて検討を行い承認
得てから改定をおこなった。
主な内容は、１．所員総会開催時期、委任状の扱いについて（規程）、２．研究助成による研究
中間報告、成果報告義務の明記（細則）、３．所報の印刷部数の変更（内規）、４．専門的知識提供
者への謝金追加他）（内規）である。規程に関しては「新旧対照表」として、細則と内規に関して
は「変更前と変更後」として示しておく。
１．規程改定
１．規程 第8条【所員総会】 　社会科学研究所「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.3　
　　　　　　　　　　　　　　 専修大学社会科学研究所規程新旧対照表
新 旧
第１条から第７条まで　〔省略〕 第１条から第７条まで　〔省略〕
（所員総会） （所員総会）
第８条　所長は、研究所の組織及び運営に関す
る重要事項を審議するため、毎年２回の所員
総会（前期総会及び後期総会）を招集しなけ
ればならない。
第８条　所長は、研究所の組織及び運営に関す
る重要事項を審議するため、毎年５月及び11
月に所員総会を招集しなければならない。
２　〔現行に同じ。〕 ２　所長は、所員の総数の４分の１以上の要求
があるときは、前項の定めにかかわらず、臨
時の所員総会を招集しなければならない。
３　〔現行に同じ。〕 ３　所長は、必要があると認めるときは、前２
項の定めにかかわらず、臨時に所員総会を招
集することができる。
４　所員総会で議決するためには、委任状を含
めて所員総数の過半数が出席し、出席所員の
過半数の賛成がなければならない。
４　所員総会で議決するためには、所員総数の
過半数が出席し、出席所員の過半数の賛成が
なければならない。
第９条から第12条まで　〔省略〕 第９条から第12条まで　〔省略〕
（規程及び細則の改正） （規程及び細則の改正）
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新 旧
第13条　〔現行に同じ。〕 第13条　規程及び細則の改正は、運営委員会の
議を経て、所員総会に提案し、その議決を経
なければならない。
　　　附　則 　　　附　則
１　この規程は、昭和38年９月１日から施行す
る。
１　この規程は、昭和38年９月１日から施行す
る。
２　この規程施行の際、現に研究所の所長であ
る専任教員は、第６条第１項の規定にかかわ
らず、この規程施行日に、この規程の定める
ところによる所長に任命されたものとみなす。
２　この規程施行の際、現に研究所の所長であ
る専任教員は、第６条第１項の規定にかかわ
らず、この規程施行日に、この規程の定める
ところによる所長に任命されたものとみなす。
３　この規程の定めるところによる最初の所員
は、第４条第１項の規定にかかわらず、所長
が、社会科学研究所組織委員会の議を経て、
この規程施行の際、遅滞なく、専任教員のう
ちから委嘱するものとする。
３　この規程の定めるところによる最初の所員
は、第４条第１項の規定にかかわらず、所長
が、社会科学研究所組織委員会の議を経て、
この規程施行の際、遅滞なく、専任教員のう
ちから委嘱するものとする。
４　所長は、前項の所員の委嘱が、完了したと
きは、第９条の規定にかかわらず、遅滞なく
所員総会を招集しなければならない。
４　所長は、前項の所員の委嘱が、完了したと
きは、第９条の規定にかかわらず、遅滞なく
所員総会を招集しなければならない。
５　前項の所員総会は、所員の各部への所属、
部長候補者の承認、運営委員となるべき所員
の選任、事務局長候補者の選任その他研究所
の組織及び運営に関する重要事項を審議する
ものとする。
５　前項の所員総会は、所員の各部への所属、
部長候補者の承認、運営委員となるべき所員
の選任、事務局長候補者の選任その他研究所
の組織及び運営に関する重要事項を審議する
ものとする。
〔中略〕 〔中略〕
　　　附　則 　　　附　則
この規程は、平成24年６月９日から施行する。 この規程は、平成24年６月９日から施行する。
　　　附　則
この規程は、平成30年４月１日から施行する。
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２．細則改定
２．研究助成に関する細則３．（グループ研究助成A）「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.6
（変更前）
3）この研究助成を受けたグループは、毎年５月に開催される所員総会に研究経過報告書を提出し
なければならない。
（変更後）
3）この研究助成を受けたグループは、所員総会に研究中間報告書および研究成果報告書を提出し
なければならない。
３．研究助成に関する細則４．（グループ研究助成B）　「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.6
（変更前）
2）この研究助成を受けたグループは、毎年５月に開催される所員総会に研究経過報告書を提出し
なければならない。
（変更後）
2）この研究助成を受けたグループは、所員総会に研究中間報告書および研究成果報告書を提出し
なければならない。
４．研究助成に関する細則５．（特別研究助成）　「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.6
（変更前）
1）この研究助成の対象となるものは、所員５名以上をもって組織される研究会であり、この研究
会に対して、運営委員会の議を経て３年を限度として毎年100万円以内の研究助成を行なうこと
ができる。この研究助成を受けたグループは、助成終了後２年以内に研究成果を「社会科学研究
叢書」として刊行しなければならない。
（変更後）
1）この研究助成の対象となるものは、所員５名以上をもって組織される研究会であり、この研究
会に対して、運営委員会の議を経て３年を限度として毎年100万円以内の研究助成を行なうこと
ができる。この研究助成を受けたグループは、所員総会に研究中間報告書および研究成果報告書
を提出しなければならない。また、助成終了後２年以内に研究成果を「社会科学研究叢書」とし
て刊行しなければならない。
３．内規改定
５．研究会に関する内規 　「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.9
（変更前）
定例研究会の開催費用は、一回15万円を限度とする。また社会科学研究所外の研究グループとの
共催の時は、それぞれ応分の費用を負担する。
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（変更後）
定例研究会の開催費用は、一回15万円を限度とする。また特別研究・グループ研究との共催およ
び社会科学研究所外の研究グループとの共催の時は、それぞれ応分の費用を負担する。
６．年報・月報の編集に関する内規 　「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.12
（変更前）
４．年報の編集 ４）印刷部数は650部。執筆者用の抜き刷りは50部とし、その費用は研究所が負
担する。
（変更後）
４．年報の編集 ４）印刷部数は450部以上。執筆者用の抜き刷りは50部とし、その費用は研究所
が負担する。
（変更前）
５．月報の編集 ３）印刷部数は600部とし、特別号の部数については事務局会議で決定する。
（変更後）
５．月報の編集 ３）印刷部数は400部以上とし、特別号の部数については事務局会議で決定する。
７．講師謝金に関する内規　タイトル 　「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.15
（変更前）　　講師謝金に関する内規
（変更後）　　謝金に関する内規
８．講師謝金に関する内規　１．謝金の分類 　「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.15
（変更前）
１．講師謝金等の分類は以下のように定める。
ａ．社会科学研究所主催の研究会講師謝金
同研究所所員でない講師※ 33,333円（うち3,333円は税金）
同研究所所員の講師※ 11,111円（うち1,111円は税金）
大学院生（博士課程）の講師 11,111円（うち1,111円は税金）
なお、同研究所員でない者がシンポジウムの講師となり、特に10時から17時の時間帯を拘束
した場合、55,555円を支払う。
ｂ．社会科学研究所主催の研究会コメンテーター謝金
同研究所所員でない者 11,111円
同研究所員  5,555円（同上）
ｃ．研究会やシンポジウムで通訳を行なう場合、所員・所外を問わず1時間5,000円とし、3時間
計算（5,000×3＝15,000円）を目安に支払う。またシンポジウムでの通訳の場合は、かかった
時間に応じて計算し、支払う。
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※講師謝礼に関して、客員研究員は外部者扱いとする。ただし、大学規定によって、客員研究員
や所員であるなしにかかわらず、本学専任･兼任講師である場合、講師謝礼は社研所員と同額
とする。
（変更後）
１．謝金等の分類は以下のように定める。
ａ．社会科学研究所および特別研究・グループ研究主催の研究会講師謝金
同研究所所員でない講師※ 33,333円（うち3,333円は税金）
同研究所所員の講師※ 11,111円（うち1,111円は税金）
大学院生（博士課程）の講師 11,111円（うち1,111円は税金）
なお、同研究所員でない者がシンポジウムの講師となり、特に10時から17時の時間帯を拘束
した場合、55,555円を支払う。
ｂ．社会科学研究所および特別研究・グループ研究主催の研究会コメンテーター謝金
同研究所所員でない者 11,111円
同研究所員  5,555円（同上）
ｃ．研究会やシンポジウムで通訳を行なう場合、所員・所外を問わず1時間5,000円とし、3時間
計算5,000×3＝15,000円）を目安に支払う。またシンポジウムでの通訳の場合は、かかった時
間に応じて計算し、支払う。
ｄ．社会科学研究所および特別研究・グループ研究主催の研究会、運営等に関わる専門的知識提
供者への謝金金額は、
ｃ．の通訳料に準ずる。
※謝金に関して、客員研究員は外部者扱いとする。ただし、大学規定によって、客員研究員や所
員であるなしにかかわらず、本学専任教員および兼任講師である場合、謝金は社研所員と同額
とする。
